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商法上の配当可能利益



































































































































































































































































































































































































































































































- 80- 研究年報 x X巻
このように商法と「企業会計原則」との基本的な考え方の相違が今日の日本商法に現われており，
その折裏案としての配当可能利益が計算されることになっている。そこには依然として商法の財産
法の考え方が色濃く残っている。
そこへ企業グループを一括して決算をする連結財務諸制度が登場して来ている。証券取引法は参
考資料として，株式の公開会社に連結財務諸表を公開するよう求めている。しかし商法上は，独立
の法主体としての一社一社の個別財務諸表を重視し，配当可能利益についてその連結剰余金を以っ
て配当限度を定めるというところまでは進んでいない。
今後は国際的な会計基準の調整も進むことであろうが，それは資本の移動が国際的に自由化され，
貿易の自由化は相当程度達成されているので，国際的企業には国際的に統一された会計基準によっ
て決算をすることが求められる。
そういう国際的な流れの中にあって，独り日本商法が個別財務諸表に固執し，財産法の思想、を以
って決算を強制し，かつ配当可能利益についても，日本独特の商法規制を続けることは難しいと思
われる。このため今後は国際的な企業会計基準の調和に日本も協力し，それにそって商法も税法も
調整されまべき時期に来ていると思われる。
商法も単に配当可能利益の計算に主眼を置くのみでなく，広く損益法の観点も取り入れて，新し
い配当可能利益を継続企業の立場に立って考えるべきであろう。
、 ?
(1) 通説。例示説が会計学サイドから主張されている。
(2) 「企業会計原則」注解15
(3）木村重義 「利益配当と分配可能利益」企業会計14巻4号606頁～609頁
(4) 「企業会計原則」注解15なお書
(5）平成6年度改正商法については 居林「平成6年改正商法の解説」参照。
(6）会計学者の多くは負債性引当金であるとする。これに対し広義に解するのは居林「株式会社の決算」
166頁以下。上回明信「改正会社法と計算規則」 100頁，味村治「経理処理」 187頁以下，経営法学全集
X。
(7) 「企業会計原則」注解18
(8）商法特例法16条によれば，会計監査人と監査役が適法な決算である旨の監査意見を表明した場合，取
締役会の承認で決算が確定するので，総会は決算を修正することができない。
(9) 国際会計基準第10号「偶発損失と後発事象」
(10）木村重義，前掲606頁。西山忠範「利益概念と配当規制」法律時報35巻3号37頁
(IV利益準備金の立法理由については，久保欣哉「新版注釈会社法」（ 8) 274頁
(12) 自己株式の改正の要望点については，居林「自己株式の取得規制について」富大経済論集第33巻第3
号235頁以下参照。
ω 昭和49年の改正商法で中間配当の規定を創設したのは，大会社がそれまでの6か月決算を 1年決算に
商法上の配当可能利益 -81-
切り換えるに当り，これまでの年2回配当を続行できるように要望したためである（昭和48年経団連の
商法改正意見）。
(14) 昭和49年の改正商法の原案には，商法総則に損益計算書の規定を設けていたが，国会の修正により損
益計算書の部分は削除されて，今日に至っている。
